
2025年9月1日付で、日興アセットマネジメント株式会社から社名変更しました。
当資料は、アモーヴァ・アセットマネジメントが情報提供を目的として作成したものであり、特定ファンドの勧誘資料ではありません。また、弊社ファンドの運用に何等影響を与えるものではありません。なお、掲載されている見解
および図表等は当資料作成時点のものであり、将来の市場環境の変動等を保証するものではありません。投資信託は、値動きのある資産（外貨建資産には為替変動リスクもあります。）を投資対象としているため、基準価額は

変動します。したがって、元金を割り込むことがあります。投資信託の申込み・保有・換金時には、費用をご負担いただく場合があります。詳しくは、投資信託説明書（交付目論見書）をご覧ください。 1/2

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

米ドル・インデックス 99.39 0.3 1.1 1.0 ▲ 8.8 1.1

米ドル 158.12 0.1 5.1 6.9 1.9 0.9

カナダ・ドル 113.66 0.1 6.2 5.2 5.4 ▲ 0.5

ユーロ 183.42 ▲ 0.2 4.3 6.6 14.7 ▲ 0.3

英ポンド 211.57 ▲ 0.0 4.7 6.6 11.4 0.2

スイス・フラン 196.86 ▲ 0.1 3.8 6.6 15.6 ▲ 0.4

スウェーデン・クローナ 17.14 ▲ 0.1 7.4 12.6 23.2 0.7

アイスランド・クローネ 1.254 0.5 1.0 3.6 13.9 0.5

ノルウェー・クローネ 15.66 0.2 4.9 8.5 14.7 0.8

デンマーク・クローネ 24.55 ▲ 0.2 4.3 6.5 14.6 ▲ 0.4

中国人民元 22.69 0.3 7.6 10.1 7.1 1.1

香港ドル 20.27 0.1 4.7 7.6 1.8 0.7

台湾ドル 5.01 0.3 2.1 ▲ 0.3 6.2 0.5

韓国ウォン(100ウォン当たり) 10.73 ▲ 0.9 1.0 0.7 0.8 ▲ 1.1

シンガポール・ドル 122.65 ▲ 0.0 5.5 6.4 8.0 0.6

マレーシア・リンギ 38.99 0.7 9.0 11.3 12.8 1.1

タイ・バーツ 5.03 ▲ 0.1 8.7 10.3 12.0 1.2

ｲﾝﾄﾞﾈｼｱ･ﾙﾋﾟｱ(100ルピア当たり) 0.936 ▲ 0.3 3.2 3.1 ▲ 1.2 ▲ 0.3

フィリピン・ペソ 2.665 0.3 2.4 2.2 ▲ 0.0 0.4

ﾍﾞﾄﾅﾑ･ﾄﾞﾝ(100ドン当たり) 0.602 0.1 5.4 6.4 ▲ 1.7 1.0

インド・ルピー 1.74 ▲ 0.8 1.2 0.5 ▲ 3.2 ▲ 0.4

オーストラリア・ドル 105.66 0.1 8.3 9.5 9.6 1.1

ニュージーランド・ドル 90.99 0.6 5.7 3.5 4.6 0.8

ブラジル・レアル 29.44 0.1 6.6 10.9 14.8 3.3

メキシコ・ペソ 8.97 2.1 9.9 13.6 20.5 3.1

ｺﾛﾝﾋﾞｱ･ﾍﾟｿ(100ペソ当たり) 4.28 0.6 9.5 16.1 19.8 3.1

チリ・ペソ(100ペソ当たり) 17.83 0.9 13.3 16.7 16.4 2.5

ペルー・ヌエボ・ソル 47.06 0.2 6.0 12.9 14.0 1.0

ポーランド・ズロチ 43.46 ▲ 0.4 5.0 7.4 16.0 ▲ 0.4

ﾊﾝｶﾞﾘｰ･ﾌｫﾘﾝﾄ(100ﾌｫﾘﾝﾄ当たり) 47.61 ▲ 0.1 5.6 10.5 22.9 ▲ 0.6

ルーマニア・レイ 36.03 ▲ 0.2 4.2 6.2 12.2 ▲ 0.3

トルコ・リラ 3.65 ▲ 0.2 1.9 ▲ 0.5 ▲ 16.3 0.5

南アフリカ・ランド 9.63 0.6 11.0 16.3 16.9 1.7

エジプト・ポンド 3.35 0.1 5.9 11.9 8.6 1.7
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日本国債　注5 296.10 ▲ 0.7 ▲ 3.7 ▲ 4.0 ▲ 8.7 ▲ 1.1

先進国(除く日本)国債　注6 1,070.32 ▲ 0.1 ▲ 0.0 2.7 9.8 ▲ 0.2

新興国債券　注7 920.29 0.0 2.0 7.1 12.6 0.5

日本国債2年物 1.206 0.052 0.281 0.415 0.513 0.028

日本国債10年物 2.190 0.093 0.525 0.605 0.983 0.124

日本国債20年物 3.166 0.091 0.504 0.590 1.208 0.182

日本国債30年物 3.494 0.079 0.356 0.425 1.170 0.093

米国債2年物 3.588 0.055 0.163 -0.306 -0.643 0.113

米国債10年物 4.224 0.058 0.249 -0.233 -0.390 0.055

米国債20年物 4.789 0.029 0.236 -0.222 -0.138 -0.005 

米国債30年物 4.838 0.025 0.253 -0.174 -0.018 -0.007 

ドイツ国債2年物 2.111 0.004 0.202 0.251 -0.119 -0.011 

ドイツ国債10年物 2.835 -0.028 0.265 0.148 0.288 -0.020 

イタリア国債10年物 3.454 -0.042 0.095 -0.089 -0.200 -0.097 

スペイン国債10年物 3.220 -0.030 0.130 -0.077 0.034 -0.068 

東証REIT(配当込み) 5,523.48 1.4 7.7 16.7 32.2 2.7

791.55 2.3 3.5 7.7 12.6 3.8

962.13 2.5 8.5 14.7 14.5 4.7

香港REIT　注9 598.67 1.7 ▲ 8.3 ▲ 10.7 20.3 1.0

オーストラリアREIT　注9 1,357.11 1.7 ▲ 3.9 3.0 5.0 0.4

北海ブレント原油先物 64.13 1.2 5.0 ▲ 6.4 ▲ 21.1 5.4

WTI原油先物 59.44 0.5 3.4 ▲ 10.5 ▲ 24.5 3.5

ニューヨーク金先物 4,595.40 2.1 6.8 36.8 67.1 5.9

CRB指数 302.05 0.2 2.8 ▲ 0.4 ▲ 3.0 1.1

シンガポール鉄鉱石先物 106.34 ▲ 2.0 1.3 6.4 3.6 0.9

S&P MLPﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 10,512.31 3.3 12.2 7.0 4.3 5.5

S&P BDCﾄｰﾀﾙﾘﾀｰﾝ指数 424.71 1.2 7.9 ▲ 7.2 ▲ 3.6 1.8

ビットコイン 95,475.98 5.6 ▲ 11.5 ▲ 20.4 ▲ 4.7 8.9
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週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

ブラジル　ボベスパ 164,799.98 0.9 15.9 21.6 35.9 2.3

メキシコ　IPC 67,141.11 1.6 7.3 18.8 34.4 4.4

南ｱﾌﾘｶ FTSE/JSEｱﾌﾘｶ全株 120,169.70 1.7 6.3 23.8 43.6 3.7

騰落率（%）
先週末

他

指標

中

南

米

週間 3ヵ月 6ヵ月 1年 25年末比

世界株価 注1 571.03 0.3 5.7 13.3 24.1 2.4

先進国株価 注2 14,481.71 0.1 5.4 12.5 22.1 1.9

先進国(除く日本)株価 注3 16,691.21 ▲ 0.1 5.2 11.8 21.4 1.7

新興国株価　注4 810.80 2.3 8.1 20.7 42.3 5.8

日経平均株価 53,936.17 3.8 11.7 36.0 39.8 7.1

JPX日経インデックス400 32,942.37 4.0 14.1 29.2 35.4 7.3

TOPIX (東証株価指数) 3,658.68 4.1 14.2 29.8 36.1 7.3

東証プライム市場指数 1,884.70 4.1 14.3 29.9 36.2 7.3

東証スタンダード市場指数 1,634.80 3.4 11.4 17.8 31.8 6.3

東証グロース市場指数 955.97 3.4 0.7 0.5 18.2 8.2

NYﾀﾞｳ 工業株30種 49,359.33 ▲ 0.3 7.4 11.5 14.4 2.7

S&P 500種 6,940.01 ▲ 0.4 4.7 10.8 16.9 1.4

ナスダック総合 23,515.39 ▲ 0.7 4.2 13.4 21.6 1.2

ナスダック100 25,529.26 ▲ 0.9 3.5 11.4 21.0 1.1

ﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ半導体 7,927.41 3.8 16.6 39.2 53.5 11.9

欧州　ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600 614.38 0.8 7.5 13.4 18.1 3.7

英国　FTSE100 10,235.29 1.1 8.5 14.7 22.0 3.1

ユーロ圏　ユーロ・ストックス 635.04 0.5 6.7 13.3 21.5 3.7

ドイツ　DAX 25,297.13 0.1 4.2 5.4 22.5 3.3

中国　CSI300 4,731.87 ▲ 0.6 2.5 18.1 24.5 2.2

中国　上海A株 4,301.12 ▲ 0.4 4.8 17.1 26.8 3.4

中国　深圳A株 2,811.11 1.0 9.1 26.7 40.7 6.2

中国　創業板 3,361.02 1.0 10.7 50.7 63.8 4.9

香港　ハンセン 26,844.96 2.3 3.7 9.5 37.5 4.7

台湾　加権 31,408.70 3.7 13.6 36.3 36.4 8.4

韓国　KOSPI 4,840.74 5.5 29.1 51.9 91.5 14.9

シンガポール　ST 4,849.10 2.2 11.3 17.3 27.6 4.4

マレーシア　FBM KLCI 1,712.74 1.6 6.2 13.3 10.1 1.9

タイ　SET 1,275.60 1.7 ▲ 1.2 10.2 ▲ 5.7 1.3

インドネシア　ｼﾞｬｶﾙﾀ総合 9,075.41 1.6 11.7 26.2 27.7 5.0

フィリピン　総合 6,464.67 1.8 6.1 2.0 3.2 6.8

ベトナム　VN 1,879.13 0.6 6.4 27.4 51.3 5.3

インド　SENSEX 83,570.35 ▲ 0.0 0.1 1.1 8.5 ▲ 1.9

豪州　S&P/ASX200 8,903.85 2.1 ▲ 1.8 4.0 6.9 2.2
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2026年1月第3週号 （2026年1月19日発行）

主要指標の動き 2026年1月16日時点（1週間前＝1月9日、3ヵ月前＝2025年10月16日、6ヵ月前＝7月16日、1年前＝1月16日） なお、休場の場合は直前の営業日のデータを使用

※右表の為替ﾚｰﾄは原則としてﾆｭｰﾖｰｸの17時時点のものであり、弊社投資信託の基準価額の算定に用いられる
ものと大きく異なることがあります。また、ビットコインのﾃﾞｰﾀもﾆｭｰﾖｰｸ17時時点です。

※指数に関する著作権等の知的財産権その他一切の権利は、当該指数の算出元または公表元に帰属します。

※データは過去のものであり、将来の運用成果などを約束するものではありません。

注1  世界株価指数 ： MSCIｵｰﾙｶﾝﾄﾘｰﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注2  先進国株価指数 ： MSCIﾜｰﾙﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注3  先進国（除く日本）株価指数 ： MSCI-KOKUSAIｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み）
注4  新興国株価指数 ： MSCIｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾄ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（米ﾄﾞﾙ・ﾍﾞｰｽ､税引後配当込み） 
注5  日本国債指数 ： FTSE日本国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（円ﾍﾞｰｽ）
注6  先進国（除く日本）国債指数 ： FTSE世界国債ｲﾝﾃﾞｯｸｽ（除く日本、米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）
注7  新興国債券指数 ： JPﾓﾙｶﾞﾝ･ｴﾏｰｼﾞﾝｸﾞ･ﾏｰｹｯﾂ･ﾎﾞﾝﾄﾞ･ｲﾝﾃﾞｯｸｽ･ﾌﾟﾗｽ（ﾍｯｼﾞなし･米ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ）

（騰落率がプラスの場合は各通貨高、マイナス▲の場合は円高）

「利回り」変化のデータは、騰落率(%)ではなく、騰落幅*
注8  ｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数 ： S&PｸﾞﾛｰﾊﾞﾙREIT指数（配当込み）

注9  香港/ｵｰｽﾄﾗﾘｱREIT指数 ： S&Pの各地域/国REIT指数（配当込み、現地通貨ﾍﾞｰｽ）

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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中国の10-12月期GDP、12月の主要指標(19日)、米国の11月のPCE(個人消費支出)物価指数(22日)、ﾕｰﾛ圏の1月
のPMI(購買担当者指数)速報(23日)などが発表される。また、ﾄﾗﾝﾌﾟ米大統領がﾀﾞﾎﾞｽ会議に参加し、21日に演説
する予定となっているほか、日本では日銀が金融政策決定会合を22･23日に開催する。

14日
（水）

× 米国

ｲﾗﾝを巡る地政学ﾘｽｸへの警戒が強まる

ｲﾗﾝがｻｳｼﾞｱﾗﾋﾞｱなどの周辺国に対して、米軍がｲﾗﾝを攻撃した場合、同軍の中東拠点を攻撃す
ると警告したと報じられた。また、米政府がｶﾀｰﾙにある中東最大の米軍基地から一部職員の
退避を始めたとも報じられた。米国の11月の小売売上高は、ｺｱでは市場予想通りの前月比
+0.4%と、前月から伸びが鈍化したが、全体では+0.6%と、予想を上回り、4ヵ月ぶりの高い伸
びとなった。11月の卸売物価指数は、全体、ｺｱとも前年同月比+3.0%と、予想を上回り、前月
から伸びが高まった。また、12月の中古住宅販売件数は前月比+5.1%の年率435万戸と、予想
を上回り、2023年2月以来の高い水準となった。ｲﾗﾝを巡る地政学ﾘｽｸが意識され、原油や金の
先物が買われ、ﾆｭｰﾖｰｸではそれぞれ、2025年10月上旬以来の高値、最高値で引けた。欧州株
式市場では、ｲﾗﾝ情勢の緊迫化もあり、利益確定売りが出た一方、化学・薬品株や資源株が買
われ、相場はﾏﾁﾏﾁとなった。米国では、主要ﾊｲﾃｸ株や半導体関連株のほか、一部の決算および
ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの金利上限案が嫌気され、銀行株が売られ、相場は続落した。欧米の国債利回り
は、地政学ﾘｽｸの高まりを背景に低下した。外国為替市場では、片山財務相や三村財務官が相
次いで円安をけん制する発言を行なったことから、円相場が反発し、158円台となった。

15日
（木）

〇 ｱｼﾞｱ

台湾の半導体受託生産大手、市場予想を上回る決算や2026年の見通しを発表

台湾の半導体受託生産大手が、市場予想を上回る10-12月期決算や2026年の売上高、設備投
資の見通しを発表した。日本では、前日の米株安を背景に半導体関連株の一角が売られ、日経
平均株価は反落したが、上記発表を受け、下げ幅が縮まったほか、TOPIXは最高値を更新し
た。中国本土･香港株式は利益確定売りから下落したが、香港では半導体関連株が買われた。

〇 欧米

独GDPは3年ぶりのﾌﾟﾗｽ成長、米経済指標は労働市場の底堅さを示唆

ﾄﾞｲﾂの2025年のGDPは前年比+0.2%と、3年ぶりのﾌﾟﾗｽ成長となったほか、英国の11月の
GDPが市場予想を上回った。米国では、1月のﾆｭｰﾖｰｸ連銀製造業景気指数およびﾌｨﾗﾃﾞﾙﾌｨｱ連
銀景気指数がともに市場予想を上回り、それぞれ、前月比+11.4ﾎﾟｲﾝﾄの7.7、+21.4ﾎﾟｲﾝﾄの
12.6となった。また、3日までの週の新規失業保険申請件数は19.8万件と、市場予想を下回
り、11月以来の低い水準となった。欧州では、株式相場がﾏﾁﾏﾁとなったが、独･英のGDPが好
感されたほか、台湾の半導体受託生産大手の好決算などを背景にﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株が買われたこと
などから、英FTSE100、ｽﾄｯｸｽ･ﾖｰﾛｯﾊﾟ600の両指数は最高値を更新した。米国でも、半導体関
連株が買われたほか、大手投資銀行が相次いで発表した10-12月期の業績が好感されたこと
もあり、株式相場が反発した。国債利回りは、欧州ではﾏﾁﾏﾁだったが、米国では、堅調な経済指
標の発表を受けて上昇した。また、ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領が前日、ｲﾗﾝ当局が反政府ﾃﾞﾓ参加者の処刑を
停止するとの報告を受けたとして、同国への軍事介入を当面、見送る姿勢を示したことなどか
ら、原油先物が急反落したほか、金先物も小反落した。

16日
（金）

× 日本

立憲民主党と公明党が新党結成へ、解散・総選挙を睨んでの株価上昇は一服

立憲民主党と公明党は15日、新党を結成することで合意した。また、円安の進展を受け、日銀
が物価の上振れや経済への影響に警戒感を強めており、より早いﾀｲﾐﾝｸﾞでの利上げが必要と
なる可能性が一部で指摘されていると、16日にかけて報じられた。国債利回りが上昇したほ
か、片山財務相が円安をけん制する発言を行なったこともあり、円が買われ、円相場は一時、
157円台となった後、158円台前半で推移した。株式相場は、利益確定売りなどから下落した。

× 米国

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領、ﾊｾｯﾄNEC委員長を次期FRB議長に指名することに難色を示す

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は、次期FRB(連邦準備制度理事会)議長の有力候補と目されてきたﾊｾｯﾄNEC(国
家経済会議)委員長に対し、現職を継続して欲しいと述べた。これを受け、積極的な利下げを進
めるとみられてきた同氏がFRB議長に選ばれる可能性が低下したとの見方から、欧米の国債
利回りが上昇したほか、株式相場は総じて小幅に下落した。

先週の主な出来事 （株式市場での反応を○、△、×の順で評価）

日付
市場の
反応

国・地域 指標など（コメント）

1月
12日
（月）

△ 米国

米司法当局、ﾊﾟｳｴﾙFRB議長に対する刑事捜査を開始

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は9日、ｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞの金利に年10%の上限を設ける考えをSNSに投稿したほか、
11日には、ｲﾗﾝでの治安当局によるﾃﾞﾓ鎮圧で死者が出ていることを受け、非常に強力な選択
肢を検討していると述べた。また、FRB(連邦準備制度理事会)のﾊﾟｳｴﾙ議長は11日、FRB本部
の改修について、虚偽の議会証言をした可能性があるとして、刑事捜査の対象になったと明
らかにした。同議長は、議会証言は口実で、大統領の意に沿わない政策決定を行なったことの
結果だとの見方を示した。12日には、ｲﾗﾝ情勢の悪化を受け、原油先物が買われたほか、FRB

の独立性が脅かされるとの懸念から、金先物も買われた。米株式市場では、売りが先行した
が、一巡すると、ﾊｲﾃｸ株のほか、上場先をﾅｽﾀﾞｯｸに変更した小売大手などをけん引役に相場は
上昇に転じ、ﾆｭｰﾖｰｸ･ﾀﾞｳ工業株30種、S&P500の両指数は最高値を更新して引けた。欧州株式
相場も総じて上昇した。国債利回りは、米国では上昇したが、引けにかけて上が幅が縮まっ
た。一方、欧州では低下した。外国為替市場では、ﾄﾞﾙが売られたが、引けにかけては下げ幅が
縮まった。なお、円相場は、衆院解散の可能性を背景に1ﾄﾞﾙ＝158円台に下落した。

13日
（火）

○ 日本

高市首相、通常国会冒頭での衆院解散の意向を自民党幹部に伝達と報じられる

高市首相が通常国会冒頭での衆院解散の意向を自民党幹部に伝えたと一部で報じられた。総
選挙で自民党が議席を伸ばし、積極財政を推し進めやすくなるとの見方などから、国債利回り
が上昇した。また、円相場は概ね158円台後半で推移した。株式市場では、政策期待が高まっ
たほか、長期金利の上昇や円安を受け、銀行株や自動車株などが買われ、相場が上昇した。

× 米国

ｲﾗﾝを巡る地政学ﾘｽｸへの警戒が拡がったほか、金融株が売られる

ﾄﾗﾝﾌﾟ大統領は前日、ｲﾗﾝへの圧力強化に向け、同国と取引する国からの輸入品に25%の関税
を課す方針をSNSで発表した。13日にはさらに、ｲﾗﾝでのﾃﾞﾓの継続をSNS上で促し、もうすぐ
支援が届くとも記した。12月の消費者物価指数は、全体では市場予想通りの前年同月比
+2.7%、ｺｱでは+2.6%と、予想を下回り、ともに前月から横ばいとなった。10月の新築住宅販
売件数は前月比▲0.1%の年率73.7万戸と、予想を大きく上回った。なお、同時に発表された9

月分は73.8万戸と、2023年5月以来の高水準だった。ｲﾗﾝの地政学ﾘｽｸへの懸念から原油先物
が続伸した。欧州株式市場では、資源株や防衛関連株が買われた一方、利益確定売りもあり、
相場は総じて小動き、ﾏﾁﾏﾁとなったが、独DAX指数は最高値を更新した。米国では、地政学ﾘｽ
ｸへの警戒が拡がったほか、利益確定売りもあり、株式相場は反落した。金融大手の10-12月期
決算で投資銀行部門の収入が市場予想に反して減少し、利益が予想を下回ったことや、ﾄﾗﾝﾌﾟ
大統領のｸﾚｼﾞｯﾄｶｰﾄﾞ金利の上限案について、金融機関の利益や消費者に打撃を与えるとの見
解を同行幹部が示したことを受け、金融株が売られた。米国の国債利回りは、消費者物価指数
の発表を受けて低下する場面もあったが、原油先物価格の上昇や持ち高調整の国債売りなど
を背景に、引けでは上昇した。外国為替市場では円が売られ、円相場は159円台に下落した。

14日
（水）

× ｱｼﾞｱ

中国の証券取引所、市場の過熱に対応し、信用取引の規制を強化

中国では、12月の貿易統計(ﾄﾞﾙ･ﾍﾞｰｽ)が発表され、輸出が前年同月比+6.6%、輸入は+5.7%

と、ともに3ヵ月ぶりの高い伸びとなった。中国本土の株式市場では、買いが先行したが、その
後、証券取引所が市場の過熱を抑えるべく、信用取引の保証金比率の引き上げ(80%→100%)

を発表すると、引けでは下落した。一方、香港株式は、本土系のﾃｸﾉﾛｼﾞｰ株を中心に上昇した。
日本では、早期解散･総選挙観測を背景とした財政拡張への懸念から、引き続き国債利回りが
上昇し、新発10年債で一時、2.185%と、1999年2月以来の高水準となった。また、円相場は下
落し、一時、159円45銭前後と、2024年7月以来の円安･ﾄﾞﾙ高水準となったほか、対ﾕｰﾛでは
1ﾕｰﾛ＝185円57銭前後と、1999年のﾕｰﾛ導入以降の最安値をつけた。株式相場は続伸し、日経
平均株価やTOPIXが最高値を更新した。なお、高市首相は、自民党と、連立を組む日本維新の
会の幹部に、23日召集の通常国会の早期に衆院を解散する意向を伝えた。

今週の主な注目点

信頼できると判断したデータをもとにアモーヴァ・アセットマネジメントが作成
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